
回�期�‣  2024年11⽉8⽇まで

お問い�わせ先

古賀�内の事業者の��、

⽇頃より本市⾏政に御協⼒いただき誠にありがとうございます。
市では、2050年までに⼆酸化炭素排出量実質ゼロをめざす「ゼロカーボンシティ宣⾔」を表明しており、
実現に向けては、市⺠や事業者、⾏政など、市に関係する全ての⼈がこれまで以上に連携して取り組むことが必要です。
脱炭素社会の実現と共に地域経済循環を⽣み、持続可能な地域として創⽣することを⽬指していくため、
市では、市内の中堅・中⼩企業者の皆さまが活⽤できる「古賀市脱炭素経営⽀援プラットフォーム」を構築することとしており、
本調査は脱炭素化に向けた取組状況や要望をお伺いし、ニーズに合った⽀援策を検討、提供していくため実施するものです。

●古賀市役所�環境課�環境整備係 ●担当者：⼤崎・古⽥
☎���‣�０９２−９４２−１１２７  ✉���‣��kankyo@city.koga.fukuoka.jp

調査の⽬的�#１

脱���の�現に向けた��状況�査に

ご協⼒をお願いします�

← 今後の⽀援策の検討のため

あなたの声を聞かせてください

   左に��の⼆�元バーコードよりご回�ください。 
   または、�下のURLからご回�ください。     
    https://www.113.vovici.net/se/13B2588B7F0B775C   

回�はここを
スキャン�

地球温暖化の進⾏を受けて、世界的に脱炭素社会への移⾏の動きが加速しています。
中堅・中⼩企業の皆様についても、取引先企業からの要請等が⾒込まれている状況であり、
今後はさらに投資家や消費者から脱炭素経営を実施しているかという視点で選択される可能性や
脱炭素経営を実施していなければ融資が受けられなくなるといった可能性も出てきています。
先んじて脱炭素化に取り組み、世界で⽣き残る企業となることが必要となっています。

社会的な背景と社会構造の変化�#２

本調査の結果は、環境省や福岡県、市内企業、⽀援機関とともに検討を進めている「古賀市脱炭素
経営⽀援プラットフォーム構築プロジェクト」において、事業者のニーズを踏まえた⽀援メニュー
を検討する際、その他脱炭素事業を検討する際に活⽤させていただきます。
なお、古賀市脱炭素経営⽀援プラットフォームについては、事業者の脱炭素経営に向けた相談や
取組などを複合的に⽀援することができる場として、令和7年度中の運⽤開始を⽬指しています。

調査結果の活⽤�#３

※1社あたり、1度の回答をお願いします。
※書⾯での回答を希望される場合は下記担当までお問い合わせください。


